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要約 
本研究では、20 代の LGBT 当事者へのインタビュー調査と、同世代のマジョリティを対

象としたアンケート調査の結果を統合し、両者の間にみられる LGBT に対する認識差の特
徴と、その背景にある社会的要因を明らかにした。特に LGBT 内部の立場差と、マジョリ
ティ側の理解の偏りという二つの視点が、認識差の形成に深く関わっていることが示され
た。   
まず、インタビュー調査からは、LGBT 当事者が一枚岩ではないこと、そして性的指向・

性自認だけでなく、制度との距離感や日常生活における経験の違いが意見の分岐を生んで
いることが確認された。同性愛当事者が異性愛規範の中で折り合いをつけながら生活して
きたのに対して、トランスジェンダーやクエスチョニング当事者は、性自認と戸籍上の性別
差により、制度そのものが自分を前提としていないという感覚を抱きやすく、その結果、制
度改革への期待も強かった。このような内部の多様性は、議論や制度設計において不可欠な
視点である。   
一方、マジョリティ側の回答では、全体として肯定的態度が広がっているものの、理解が象
徴的論点に集中し、当事者が直面する日常的困難への認識は限定的であった。同性婚やトイ
レの利用など社会的に注目されやすいテーマに関する理解は高い一方で、手続き・医療・職
場での差別や心理的負担に対しては認知が十分とは言えず、当事者の経験に対する共感や
具体的理解が十分に形成されているとは言いがたい状況が示された。 
 さらに、マジョリティによる肯定的態度が、必ずしも当事者の生活上の安心につながらな
い可能性についても考察した。多くの回答者は「尊重」を表明していたが、その中には、当
事者の生活上の安全や安心と結びついたものというよりも、自身が直接影響を受けない領
域における思想・意見表明の自由として捉えられていると解釈される側面もみられた。こう
した認識・態度は、非当事者の立場からの理念的な意思表明にとどまり、当事者が求める日
常的安全や関係性の質との間にずれを生じさせている可能性がある。そのため、理念上の支
持が存在しても、理解の深度や生活実感にはなお差異が残り、安心の実現には直結しにくい
構造が示唆された。 
 以上より、当事者の経験する生活上の困難と、マジョリティが捉える「理解」や「尊重」
の枠組みには隔たりがあることが確認された。形式的な肯定や理念としての支持だけでは、
当事者が日常的に感じる不安の解消には直結せず、具体的な状況理解と関係性の質に踏み
込んだ支援が必要であることが示唆された。 


